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第１ 介護保険に関すること

１ 要介護・要支援認定申請

介護サービスを利用する手順は以下のとおりです。 

 1.要介護・要支援認定の申請をします。 

 2.市の認定調査員による訪問調査を受けます。 

 3.市から主治医に意見書の作成を依頼します。 

 4.要介護・要支援認定の結果が通知されます。 

 5.要支援１・２の方は地域包括支援センター（Ｐ３３参照）に連絡し介護予防サービ

ス計画（介護予防ケアプラン）の作成を依頼します。 

要介護１～５の方は居宅介護支援事業者を選び、介護サービス計画（ケアプラ

ン）の作成を依頼します。 

 6.サービスが開始されます。 

（１） 要介護・要支援認定を受けるまで 
介護サービスを希望される方は、市役所本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護

保険グループ）又は尾西庁舎１階窓口課７番窓口・木曽川庁舎１階総務窓口課４

番窓口にご相談ください。身体の状態などをお聞きして、申請に必要な書類（認定

申請書・申請書の記入例など）をお渡しします。また、電話によるご相談でも同様に

申請に必要な書類をお送りしますので、お問い合わせください。 

ア．「申請書の記入例」にならい「認定申請書」に必要事項を記入し、「介護保険被保

険者証」を添えて、上記の介護保険課又は窓口課・総務窓口課へ提出してください。

また、４０歳から６４歳までの方は、加入されている健康保険の保険証の写しも提出し

てください。 

イ．申請時に、訪問調査の希望日をお聞きして調査日時を決定します。 

ウ．市の認定調査員が、お約束の日時にご自宅を訪問し認定調査を実施します。認

定調査員は被保険者の秘密保持などの観点から「守秘義務」があり、必ず市の発

行した調査員証を携行しています。 

エ．市から主治医に意見書の作成を依頼します。意見書は主治医から直接、市に返送

されます。 

オ．後日、介護認定審査会により要介護度が判定されますので、判定が下りたら市か

ら「認定結果通知書」と「介護保険被保険者証」、「介護保険負担割合証」を郵送し

ます。 

なお、要介護・要支援認定の有効期間は原則６か月（更新は原則１２か月）で、有効

期間が満了になる前に更新手続きが必要となりますので、忘れずに申請してくださ

い。（更新は、有効期間満了日の６０日前から申請することができます。該当する方
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には市から文書でご案内します。また、介護保険施設に入所されている方は施設

の相談員に申し出てください。） 

（２） 要介護・要支援認定の対象となる方 
ア．６５歳以上の方

寝たきりや認知症などにより常に介護を必要とする方又は家事や身支度などの日常

生活に支援が必要な方 

イ．４０歳から６４歳までの医療保険加入者 

次の加齢に伴う疾病（特定疾病）により介護や支援が必要となった方 

※ 特定疾病

1. 筋
きん

萎縮性側索
いしゅくせいそくさく

硬化症
こうかし ょ う

2. 後縦靭帯
こうじゅうじんたい

骨化症
こっかし ょ う

3. 骨折を伴う骨粗鬆症
こつそしょうしょう

4. 多系統
た け い と う

萎縮症
いしゅくしょう

5. 初老期
し ょ ろ う き

における認知症
にんちしょう

6. 脊髄
せきずい

小脳
しょうのう

変性症
へんせいしょう

7. 脊柱管
せきちゅうかん

狭窄症
きょうさくしょう

8. 早老症
そうろうしょう

9. 糖尿病性
とうにょうびょうせい

神経
しんけい

障害
しょうがい

、糖尿病性
とうにょうびょうせい

腎症
じんしょう

、糖尿病性
とうにょうびょうせい

網膜症
もうまくしょう

10. 脳
のう

血管
けっかん

疾患
しっかん

（脳出血
のうしゅっけつ

、脳
のう

梗塞
こうそ く

等） 

11. 進行性核上性
しんこうせいかくじょうせい

麻痺
ま ひ

、大脳
だいのう

皮質
ひ し つ

基底核
き て い か く

変性症
へんせいしょう

、パーキンソン病
びょう

12. 閉塞性
へいそくせい

動脈
どうみゃく

硬化症
こうかし ょ う

13. 関節
かんせつ

リウマチ 

14. 慢性
まんせい

閉塞性
へいそくせい

肺
はい

疾患
しっかん

15. 両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性
へんけいせい

関節症
かんせつしょう

16. がん（医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見

込みがない状態に至ったと判断したものに限る） 

◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０２０（直通）
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２ 介護保険料 

（１）６５歳以上の方（第１号被保険者） 
 介護保険料は、ご本人及び同一世帯員の課税状況並びに前年中の所得等により、

次表から求められます。 

＜所得段階別介護保険料＞（令和 3～5年度） 

所得段階 対  象  者 年  額 

第１段階

・生活保護受給者 

・世帯全員が市民税非課税で、老齢福祉年金受給者 

・世帯全員が市民税非課税で、前年中の課税年金収入額とその他

の合計所得金額の合計が８０万円以下の方 

２０，９００円 

第２段階
世帯全員が市民税非課税で、前年中の課税年金収入額とその他の

合計所得金額の合計が８０万円超１２０万円以下の方 
３４，９００円 

第３段階
世帯全員が市民税非課税で、前年中の課税年金収入額とその他の

合計所得金額の合計が１２０万円超の方 
４８，８００円 

第４段階

本人が市民税非課税（同一世帯に市民税課税の方がいる）で、 

前年中の課税年金収入額とその他の合計所得金額の合計が 

８０万円以下の方 

６２，８００円 

第５段階

本人が市民税非課税（同一世帯に市民税課税の方がいる）で、 

前年中の課税年金収入額とその他の合計所得金額の合計が 

８０万円超の方 

６９，８００円 

第６段階
本人が市民税課税で、前年中の合計所得金額が 

１２０万円未満の方 
７６，７００円 

第７段階
本人が市民税課税で、前年中の合計所得金額が 

１２０万円以上２１０万円未満の方 
８７，２００円 

第８段階
本人が市民税課税で、前年中の合計所得金額が 

２１０万円以上３２０万円未満の方 
１０４，７００円 

第９段階
本人が市民税課税で、前年中の合計所得金額が 

３２０万円以上５００万円未満の方 
１１８，６００円 

第10段階
本人が市民税課税で、前年中の合計所得金額が 

５００万円以上７００万円未満の方 
１２５，６００円 

第11段階
本人が市民税課税で、前年中の合計所得金額が 

７００万円以上１,０００万円未満の方 
１３２，６００円 

第12段階
本人が市民税課税で、前年中の合計所得金額が 

１,０００万円以上１,２００万円未満の方 
１３９，６００円 

第13段階
本人が市民税課税で、前年中の合計所得金額が 

１,２００万円以上１,５００万円未満の方 
１４６，５００円 

第14段階
本人が市民税課税で、前年中の合計所得金額が 

１,５００万円以上の方 
１５３，５００円 

・合計所得金額とは、前年中の年金・給与・事業・譲渡益等、すべての所得を合計したもの（土地・

建物等の譲渡に係る所得の特別控除後、税制改正による給与所得控除額・公的年金等控除額の 10

万円引き下げによる影響の調整後、損失の繰越控除前）で、扶養控除や医療費控除等の所得控除

をする前の金額を指します。また「その他の合計所得金額」とは、この「合計所得金額」から公

的年金等に係る雑所得を除いた額です。 

・第 1 段階（生活保護受給者を除く）の老齢福祉年金受給者または第 3段階に該当し、前年中の合

計所得金額が 33万円以下の場合、市独自減免制度により保険料額を 2割減免します（申請不要）。 
・災害により住宅等に著しい損害を受けた場合や、主たる生計維持者が死亡・失業・長期入院等で
収入が著しく減少した場合には、申請により保険料の減免を受けられることがあります。 
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◆納め方 

納め方は「特別徴収」と「普通徴収」の 2通りに分かれます。 

〈特別徴収〉 

老齢（退職）年金等が年額１８万円以上の方は、年金から天引きになります。 

〇保険料が、年金支払月（年６回）に天引きされます。 

〇日本年金機構で特別徴収の対象者として把握されたおおむね６か月～１年

後から天引きが始まります。 

☆老齢(退職)年金等とは 

①老齢（退職）年金  ②遺族年金  ③障害年金 

〈普通徴収〉 

老齢（退職）年金等が年額１８万円未満の方は納付書等で個別に納めます。 

〇保険料の年額を納期限（「介護保険料納期一覧表」を参照）に合わせて納

めます。 

〇市から納付書を送付しますので、取扱金融機関、ゆうちょ銀行または郵便局、

コンビニエンスストア、スマートフォン決済アプリ（PayB・LINE Pay・PayPay・フ

ァミペイ、au PAY）、本庁舎、尾西・木曽川各庁舎、各出張所で納めてくださ

い。 

☆納付書で納める方は、便利で確実な口座振替をご利用ください。納入通知

書に添付されている専用ハガキまたは各金融機関の窓口でお申し込みが

できます。 

＊口座振替手続きに必要なもの：被保険者証・預貯金通帳・届出印 

＊振替開始期 ： お申し込み月の翌月末納期分から 

本来、年金から天引きになる「特別徴収」の方でも、下表のとおり一時的に納付書等で

納める場合があります。 

被保険者の事情 保険料納付の方法

・保険料が増額になった 増額分を納付書等で納めます。

・年度途中で６５歳になった

・年度途中で老齢（退職）年金、

遺族年金、障害年金の受給が始まった

・年度途中で他の市町村から転入した

・保険料が減額になった

・年金が一時差し止めになった

日本年金機構で特別徴収の対象者とし

て把握される月（４月・６月・８月・１０月・ 

１２月・２月）のおおむね６か月～１年後

から天引きになります。 

それまでは納付書等で納めます。

◆介護保険料納期一覧表 

納 期 月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

特別徴収 １期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期

普通徴収 １期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 ８期
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◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１９（直通） 

（２）４０歳以上６５歳未満の方（第２号被保険者） 
加入している医療保険の保険料（税）として介護保険分を合わせて納付します。 

計算方法は加入している医療保険により異なります。 

◆問合せ先

・国民健康保険に加入されている方 

本庁舎１階１８・１９番窓口（保険年金課国民健康保険税グループ） 

電話 ２８－９０１２（直通）

・社会保険に加入されている方 

お勤め先の健康保険担当部署

３ 介護保険被保険者証・負担割合証 

◆介護保険被保険者証

６５歳以上の方と要介護・要支援の認定を受けている方に、被保険者証を交付して

います。次のような場合は被保険者証が必要となりますので、大切に保管しておいてく

ださい。 

・要介護・要支援認定の申請等をするとき 

・介護保険のサービスを受けるとき 

・氏名や住所に変更があるとき 

もし見当たらないときは、本庁舎２階２６番窓口介護保険課・尾西庁舎１階窓口課７

番窓口・木曽川庁舎１階総務窓口課４番窓口・各出張所に届け出てください。 

◆介護保険負担割合証 

要介護・要支援の認定等を受けている方に、負担割合証を交付しています。介護保

険のサービスを受けるときにサービス事業者に提示していただきます。原則としてかか

ったサービス費用の１割、一定以上の所得がある方は２割または３割を負担していただ

きます。（市民税非課税、生活保護受給者、第２号被保険者の場合は、1 割負担）

   ▽２割負担に該当する方

〔以下の①・②の両方に該当する方（３割負担に該当する方を除く）〕

     ①本人の前年の合計所得金額が１６０万円以上。

     ②同一世帯の６５歳以上の方（第１号被保険者）の前年の年金収入＋その他の

合計所得金額が、単身世帯で２８０万円以上、２人以上世帯で３４６万円以上。

▽３割負担に該当する方

 〔以下の①・②の両方に該当する方〕

     ①本人の前年の合計所得金額が２２０万円以上。

     ②同一世帯の６５歳以上の方（第１号被保険者）の前年の年金収入＋その他の

合計所得金額が、単身世帯で３４０万円以上、２人以上世帯で４６３万円以上。
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◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１９（直通） 

４ 介護サービス 

要介護、要支援の認定を受けた方は、必要に応じて次のようなサービスが受けられ

ます。利用者の負担はサービス費用の１割、一定以上の所得がある方は２割または３

割です。 

（１） 居宅サービス 
要介護、要支援の認定を受けた方は、必要に応じて次のようなサービスが受けられ

ます。 

ア．訪問介護  

ホームヘルパーが居宅を訪問し、食事、入浴、排せつの介助や、日常生活の

援助を行います。「共生型サービス」の指定を受けた事業所では、障害児者も利

用できます。 

※要支援１、２の方及び事業対象者は、あんしん介護予防事業における介護予

防・生活支援サービス事業を利用できます。（Ｐ１２参照） 

イ．訪問入浴介護 

寝たきりの高齢者などの居宅を、入浴設備や簡易浴槽を積んだ移動入浴車な

どで訪問し、入浴の介助を行います。 

ウ．訪問看護 

訪問看護ステーションなどの看護師などが居宅を訪問して、主治医と連絡をと

りながら、病状の観察や、床ずれの手当てなどを行います。 

エ．訪問リハビリテーション

理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が居宅を訪問して、リハビリテーション

を行います。 

オ．居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師などが居宅を訪問して、医学的な管理や指導を行い

ます。 

カ．通所介護 (デイサービス) 

定員１９人以上のデイサービスセンター（日帰り介護施設）などに通い、食事・

入浴の提供や、日常動作訓練、レクリエーションなどが受けられます。「共生型サ

ービス」の指定を受けた事業所では、障害児者も利用できます。 

※要支援１、２の方及び事業対象者は、あんしん介護予防事業における介護予

防・生活支援サービス事業を利用できます。（Ｐ１２参照） 
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キ．通所リハビリテーション (デイケア) 

医療施設や介護老人保健施設などに通い、理学療法士や作業療法士などに

よるリハビリテーションなどが受けられます。 

ク．短期入所生活（療養）介護 (ショートステイ) 

短期間施設に宿泊しながら介護や機能訓練を受けることができます。日常生活

の介護を受ける 「生活介護」と医療上のケアを含む介護を受ける「療養介護」の

2 種類があります。「共生型サービス」の指定を受けた短期入所生活介護施設で

は、障害児者も利用できます。 

※短期入所サービスの利用についてはあくまでも居宅における日常生活を支え

るためのものですので、次のことにご注意ください。 

・短期入所サービスの連続利用日数は、最高３０日まで。 

・短期入所サービスの利用日数合計は、要介護認定期間のおおむね半数まで。 

ケ．特定施設入居者生活介護 

介護付有料老人ホームなどに入居している高齢者に、日常生活上の支援や介

護を提供します。 

コ．福祉用具の貸与 

車いすや特殊寝台（ベッド）などの福祉用具を貸与します。 

◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１８（直通） 

（２） 地域密着型サービス 
    高齢者が要支援、要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた自宅や地域で

の生活を継続できるようにすることを目的としたサービスです。 

一宮市内に所在する地域密着型サービス事業所は、原則として一宮市介護保険

被保険者のみが利用できます。 

※ア、イ、カ～ケについては、要支援の認定を受けた方は利用できません。 

ア．定期巡回・随時対応型訪問介護看護

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が一体的にまたは密接に連携しな

がら、定期巡回型訪問と随時の対応・訪問を行います。 

イ．地域密着型通所介護

定員１８人以下の小規模なデイサービスセンター（日帰り介護施設）などに通い、

食事・入浴の提供や、日常動作訓練、レクリエーションなどが受けられます。「共

生型サービス」の指定を受けた事業所では、障害児者も利用できます。 

※要支援１、２の方及び事業対象者は、あんしん介護予防事業における介護予

防・生活支援サービス事業を利用できます。（Ｐ１２参照） 
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ウ．認知症対応型通所介護

認知症の要介護者等が通うことにより、可能な限り居宅での自立した日常生活

が営めるよう、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行います。 

エ．小規模多機能型居宅介護 

「通い」を中心として、要介護者等の様態や希望に応じて、随時｢訪問｣や｢泊ま

り｣を組み合わせてサービスを提供することで、居宅での生活継続を支援します。 

オ．認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

認知症の要介護者等に対して、共同生活を営む住居において入浴や排せつ、

食事などの介護、その他日常生活上の世話や機能訓練を行います。（要支援１の

方は利用できません） 

カ．地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（地域密着型特別養護老人ホ

ーム） 

自宅では介護が困難で、定員２９人以下の介護老人福祉施設に入所している

要介護者に対して、入浴や排せつ、食事などの介護、その他日常生活上の世話

や機能訓練、健康管理、療養上の世話を行います。（原則として要介護３以上の

方のみが利用できます） 

キ．夜間対応型訪問介護 

夜間において、定期的な巡回または通報による随時訪問で安心して居宅にお

いて生活を送ることができるよう援助します。 

※現在一宮市には、サービスを提供する事業所はありません。 

ク．地域密着型特定施設入居者生活介護

定員２９人以下の介護付有料老人ホームなどに入居している要介護者に対し

て、入浴や排せつ、食事などの介護、その他日常生活上の世話や機能訓練、療

養上の世話を行います。 

※現在一宮市には、サービスを提供する事業所はありません。 

ケ．看護小規模多機能型居宅介護

小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み合わせて、介護や看護のケアを

一体的に行います。 

◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１８（直通） 

（３） 居宅サービス等の上限 
居宅サービス等の利用に際しては、要介護状態区分別に、介護保険で利用すること

ができる上限額（利用限度額）が決められています。 
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（令和元年１０月１日～） 

要介護状態 

区  分 
１か月のサービス利用限度額 

要支援１ ５，０３２単位 （ ５０，３２０円～ ５１，４００円）程度 

要支援２ １０，５３１単位 （１０５，３１０円～１０７，６００円）程度 

要介護１ １６，７６５単位 （１６７，６５０円～１７１，２００円）程度 

要介護２ １９，７０５単位 （１９７，０５０円～２０１，２００円）程度 

要介護３ ２７，０４８単位 （２７０，４８０円～２７６，２００円）程度 

要介護４ ３０，９３８単位 （３０９，３８０円～３１５，９００円）程度 

要介護５ ３６，２１７単位 （３６２，１７０円～３６９，８００円）程度 

※サービス種類ごとに介護報酬の単位数が決められています。「１単位＝１０円」が

基本となりますが、事業所の所在地によって異なります。一宮市ではサービス種類

により「１単位＝１０円～１０．２１円」の範囲で設定されています。 

※次のサービスについては、上限額は適用されません。 

 【上限額（支給限度額）が適用されないサービス】 

  居宅療養管理指導、特定施設入居者生活介護、特定福祉用具購入、住宅改

修費、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１８（直通） 

（４） 施設サービス 
施設サービスについては、要支援の認定を受けた方は利用できません。 

ア．介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

寝たきりや認知症などで、常に介護が必要で自宅での生活が難しい方のため

の施設です。原則として要介護３以上の方のみが利用できます。 

イ．介護老人保健施設（老人保健施設） 

入所者に対してリハビリテーションなどの医療サービスを提供し、家庭への復帰

を目指す施設です。 

ウ．介護療養型医療施設（療養型病床群）

慢性疾患を有し、長期の療養が必要な方のために、介護職員が手厚く配置さ

れた医療機関（施設）です。 

※現在一宮市には、サービスを提供する施設はありません。

エ．介護医療院

慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管理が必要な重

介護者の受入れ」や「看取り・ターミナルケア」等の機能と、生活施設としての機能

を兼ね備えた施設です。 

※現在一宮市には、サービスを提供する施設はありません。 
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◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１８（直通） 

（５） 福祉用具購入費及び住宅改修費の支給 
介護保険の認定を受けている方が、福祉用具を指定事業者から購入した場合や住

宅を改修した場合は、申請すると対象費用から利用者負担割合分を除いた残りの額が

支給限度基準額まで償還されます（償還払い）。 

ア．福祉用具購入費

〇対象となるもの 

・腰掛便座（ポータブルトイレなど） 

・自動排泄処理装置の交換可能部品 

・入浴補助用具（入浴用いす、浴槽用手すり、浴槽内いす、入浴台、浴室内す

のこ、浴槽内すのこ、入浴用ベルト）  

・簡易浴槽 

・移動用リフトのつり具の部分 

・排泄予測支援機器 

〇支給限度基準額 

１年（年度単位）で１０万円まで 

〇支給申請に必要なもの 

・介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給申請書 

・領収書（原本） 

・福祉用具購入商品の概要が分かるもの（パンフレットなど） 

･預貯金通帳 

※排泄予測支援機器購入の場合は、追加で提出していただくものがあります 

ので詳しくは介護保険課までお問い合わせください。 

＜福祉用具購入費の支給を受けるにあたって＞ 

福祉用具販売事業者は、介護保険法にかかる福祉用具の販売を行うにあたり、

一宮市等の指定を受ける必要があります。一宮市等の指定を受けていない福祉用

具販売事業者から購入した福祉用具については支給対象外となります。 

イ．住宅改修費

〇対象となるもの 

・手すりの取り付け 

・段差の解消 

・滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更 

・引き戸などへの扉の取り替え 

・洋式便器などへの取り替え 

・上記の改修に付帯して必要となる工事 

〇支給限度基準額 

２０万円まで 
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ただし、転居又は要介護状態区分（要支援２と要介護１は同じ区分とみなす）

が３段階以上重くなった場合は、再度２０万円まで適用されます。 

〇申請に必要なもの 

【事前申請に必要なもの】 

・介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費事前申請書兼確認書 

・介護保険住宅改修状況等確認書（住宅改修が必要な理由書） 

・改修前の写真（日付入りのもの）及び見取り図 

・工事費内訳書（見積書） 

・住宅所有者の承諾書（被保険者と住宅所有者との間に貸借関係がある場

合） 

※申請書類は改修内容等を確認後、返却します。 

【支給申請に必要なもの】 

上記事前申請書類のほかに、次のものが必要になります。 

・介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書 

・工事に関わる領収書（原本） 

・改修後の写真（日付入りのもの） 

･預貯金通帳 

＜住宅改修費の支給を受けるにあたって＞ 

住宅改修費支給申請については、工事着工前に事前申請が必要です。事前に

改修内容等の確認を受けてから工事を始めてください。また、介護保険から住宅改

修費の支給を希望される方は、必ず介護支援専門員（ケアマネジャー）にご相談く

ださい。 

 ＜受領委任払い制度について＞ 

福祉用具購入費及び住宅改修費の支給については、償還払いを原則としていま

すが、利用者の一時的な負担を軽減するため、受領委任払い制度を導入していま

す。この制度では、利用者が事前に保険給付分の受領を受領委任払い取り扱い業

者に委任することにより、保険給付分は受領を委任された事業者へ市が直接支払

い、利用者は対象費用（支給限度額内）の利用者負担割合分を事業者へ支払うこと

になります。 

◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１８（直通） 

５ あんしん介護予防事業（介護予防・日常生活支援総合事業）

高齢者が自らの持つ能力を最大限に生かして要介護状態となることを防ぐために、

心身の状態や必要性に合わせた様々な介護予防のためのサービスを行います。 
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（１） 介護予防・生活支援サービス事業
一宮市内に在住の要支援の認定を受けた方、または心身の状態を確認する問診

票（基本チェックリスト）を実施した結果、生活機能の低下がみられると判定された方

（事業対象者）が利用できます。介護給付を受ける前から継続的に利用する要介護

者（継続利用等介護者）も利用ができます。 

利用者の負担はサービス費用の１割、一定以上の所得がある方は２割または３割

です。（短期予防訪問サービス、短期予防通所サービスについては無料） 

ア．訪問型サービス 

自分ではできない日常生活上の行為がある場合に、ホームヘルパー等による食

事・入浴などの介助（身体介護）や、調理や掃除、洗濯などの支援（生活支援）が利

用できます。また、転倒や栄養状態などに対する不安がある方には保健・医療の専門

職が訪問し、相談・指導などの支援をします。 

◆介護予防訪問介護相当サービス（従来の介護予防訪問介護） 

訪問介護員による、身体介護・生活支援サービスを行います。 

◆基準緩和訪問介護サービス（緩和した基準による訪問サービス） 

従事者の資格などの基準を緩和した生活支援サービスを行います。

◆短期予防訪問サービス（Ｐ３２参照）

自宅において、専門職による相談指導を短期間で実施し、心身の機能維持・向上を

目指します。 

イ．通所型サービス 

通所介護施設で、入浴や食事などの日常生活上の支援や機能訓練を日帰りで

受けることができます。また、運動機能の向上や栄養改善などの介護予防のための

教室に参加することができます。 

◆介護予防通所介護相当サービス（従来の介護予防通所介護） 

身体機能維持・向上のための機能訓練や入浴・食事の介助などを行います。 

◆基準緩和通所介護サービス（緩和した基準による通所サービス） 

従事者の人員・設備などの基準を緩和した通所サービスを行います。 

◆短期予防通所サービス（Ｐ３２参照）

３～６か月の短期間で、専門職による運動機能の向上、栄養改善、口腔機能の向上、

認知症などの教室に通うことができます。１０月より実施形態を変更して実施します。 

※ 介護予防・生活支援サービスの利用に際しては、要支援・事業対象者の区分別に、

利用することができる上限額（利用限度額）が決められています。（短期予防訪問サ

ービス、短期予防通所サービスについては無料） 
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区 分 １か月のサービス利用限度額 

事業対象者 ５，０３２単位 （ ５１，１００円～ ５１，４００円）程度 

要支援１ ５，０３２単位 （ ５１，１００円～ ５１，４００円）程度 

要支援２ １０，５３１単位 （１０６，８００円～１０７，６００円）程度 

あんしん介護予防事業は、サービス種類ごとに介護報酬の単位数が決められて

います。「１単位＝１０円」が基本となりますが、事業所の所在地によって異なる場合

があります。一宮市ではサービス種類により「１単位＝１０．１４円～１０．２１円」の範

囲で設定されています。 

なお、要支援の認定を受けている方がその他の介護予防サービスを利用した場

合のサービス利用限度額は、すべて合算して上記の上限となります。 

◆問合せ先

・本庁舎２階２７番窓口（高年福祉課地域支援グループ） 

電話 ２８－９１５１（直通） 

・本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 

電話 ２８－９０１８（直通） 

（２） 一般介護予防事業
一宮市内に在住の全ての高齢者を対象に、転倒予防や認知症予防、栄養に注目

したフレイル予防の教室、介護予防を啓発するイベントを行っています。（Ｐ３２参照） 

◆問合せ先

本庁舎２階２７番窓口（高年福祉課地域支援グループ） 電話 ２８－９１５１（直通） 

６ ケアプランの作成 

＜要介護認定を受けた方＞ 

居宅サービス計画（ケアプラン）の作成が必要となります。ケアプランは自分でも作

ることができますが、一般的には市町村の指定を受けた居宅介護支援事業者の介

護支援専門員（ケアマネジャー）に作成を依頼することになります。依頼した場合の

作成費用は全額保険から給付されるため自己負担はありません。 

（１）ケアプランを作成するには
・ 「要介護認定・要支援認定等結果通知書」に同封されている「介護サービス計画（ケ

アプラン）を作成することができる事業所の一覧」を参考に事業者を選び、ケアプラ

ンの作成を申し込んでください。（ただし、県内、県外を問わず一覧表以外の事業者

にも依頼することができます。） 

・ 介護サービス利用の説明のため、事業者のケアマネジャーが訪問しますので、「要

介護認定・要支援認定等結果通知書」に同封されている「居宅サービス計画作成

依頼（変更）届出書」をケアマネジャーに渡してください。 

・ 事業者のケアマネジャーが本人の心身の状況や生活環境、本人、家族の希望や意

見等をふまえ、介護サービス事業者と調整しケアプランを作成します。 
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・ 作成されたケアプランをもとに介護サービスの提供が開始されます。 

＜要支援認定・事業対象者判定を受けた方＞ 

介護予防サービス計画・介護予防ケアマネジメント（介護予防ケアプラン）の作成

が必要となります。介護予防サービス計画は自分でも作ることができますが、一般的

には一宮市が指定する介護予防支援事業者（地域包括支援センター）に作成を依

頼することになります。介護予防ケアマネジメントは自分で作ることができませんので、

地域包括支援センターに作成を依頼してください。依頼した場合の作成費用は全額

保険から給付されるため自己負担はありません。 

（２）介護予防ケアプランを作成するには
・ 「要介護認定・要支援認定等結果通知書」または事業対象者判定後送付される介

護保険被保険者証に同封されている「地域包括支援センター一覧」の中からお住

まいの地区ごとに決められている担当事業者（地域包括支援センター）を確認し、

介護予防ケアプランの作成を申し込んでください。 

・ 介護予防サービス等利用の説明のため、地域包括支援センターの職員が訪問しま

すので、「要介護認定・要支援認定等結果通知書」または事業対象者判定後送付

される介護保険被保険者証に同封されている「介護予防サービス計画作成・介護

予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書」をその職員に渡してください。 

・ 地域包括支援センターの保健師等や地域包括支援センターから業務委託を受け

た事業者のケアマネジャーが本人の心身の状況や生活環境、本人、家族の希望や

意見等をふまえ、介護予防サービス等提供事業者と調整し、介護予防ケアプランを

作成します。 

・ 作成された介護予防ケアプランをもとに介護予防サービス等の提供が開始されま

す。 

※ 今まで介護サービスを利用している方でなじみの居宅介護支援事業者（ケアマ

ネジャー）がありましたら地域包括支援センター担当者にご相談ください。 

※ あんしん介護予防事業における一般介護予防事業の利用については、介護予

防ケアプランの作成は必要ありません。 

◆地域包括支援センター 

介護予防サービス計画・介護予防ケアマネジメント（介護予防ケアプラン）の作成

を行う事業者は「地域包括支援センター」といい、市内に７か所あります。お住まいの

地区ごとに担当のセンターが決まっていますので、３３ページをご参照ください。 

◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１８（直通） 
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７ 介護サービスの利用者負担軽減制度 

介護保険制度で介護サービスを利用されると、サービス費用の利用者負担割合分の

ほかに保険外負担が生じます。そのため、次のような利用者負担軽減の制度がありま

す。 

（１） 施設サービス等における食費・居住費の利用者負担軽減 
介護保険施設に入所（短期入所利用も含む。）した場合の居住費（部屋代・光熱水費）

や食費は保険給付の対象外のため利用者の負担となりますが、低所得の方は、負担限

度額認定申請により所得段階区分に応じて負担が軽減されます。 

【軽減対象となる介護サービス】

①特別養護老人ホーム（地域密着型含む）、②老人保健施設、③介護療養型医療施設 

④介護医療院、⑤短期入所生活介護、⑥短期入所療養介護 

【対象者の要件】 

対象者は、次の条件をすべて満たす方になります。 

①本人および配偶者（世帯分離している配偶者も含む。）が市民税非課税であること。 

②本人と同一世帯である方が市民税非課税であること。 

③預貯金等の資産が『基準額』を超えていないこと。 

『基準額』は、本人の利用者負担段階ごとに異なります。下表の負担段階を確認してくだ

さい。 （夫婦世帯における配偶者の上乗せ分は「1,000 万円」です。） 

・第１段階  ⇒単身 1,000 万円、夫婦 2,000 万円を超えていないこと。 

・第２段階  ⇒単身   650 万円、夫婦 1,650 万円を超えていないこと。 

・第３段階①⇒単身   550 万円、夫婦 1,550 万円を超えていないこと。 

・第３段階②⇒単身   500 万円、夫婦 1,500 万円を超えていないこと。 

※第2号被保険者（65歳未満）の方は利用者負担段階に関わらず、単身で1,000万円、

夫婦で 2,000 万円以下であれば対象になります。 

ア．表：負担限度額（１日あたりの金額） 

利用者負担段階 食 費 居 住 費 

第 1 段階 

・世帯全員が市民税非課税

の老齢福祉年金受給者 

・生活保護受給者   

・施設 

サービス…300 円 

・短期入所 

 サービス…300 円 

ユニット型個室 820 円

ユニット型個室的多床室 490 円

従来型個室 
A 320 円

B 490 円

多床室 0 円

第 2段階 

・世帯全員が市民税非課税

で合計所得金額と課税年

金収入額と非課税年金収

入額（遺族年金・障害年金）

の合計が 80 万円以下の方

（※１） 

・施設 

 サービス…390 円 

・短期入所 

 サービス…600 円 

ユニット型個室  820 円

ユニット型個室的多床室  490 円

従来型個室 
A 420 円

B 490 円

多床室 370 円
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利用者負担段階 食 費 居 住 費 

第 3 段階① 

・世帯全員が市民税非課税

で合計所得金額と課税年

金収入額と非課税年金収

入額（遺族年金・障害年金）

の合計が 80 万円超 120 万

円以下の方（※１）

・施設 

サービス…650 円 

・短期入所 

 サービス…1,000 円

ユニット型個室 1,310 円

ユニット型個室的多床室 1,310 円

従来型個室 
A 820 円

B 1,310 円

多床室 370 円

第 3段階② 

・世帯全員が市民税非課税

で合計所得金額と課税年

金収入額と非課税年金収

入額（遺族年金・障害年金）

の合計が 120 万円超の方

（※１）

・施設 

サービス…1,360 円

・短期入所 

 サービス…1,300 円

ユニット型個室 1,310 円

ユニット型個室的多床室 1,310 円

従来型個室 
A 820 円

B 1,310 円

多床室 370 円

標準的な費用（※２） 

実際は利用者と施設との

契約により設定 

・施設 

サービス…1,445 円

・短期入所 

 サービス…1,445 円

ユニット型個室 2,006 円

ユニット型個室的多床室 1,668 円

従来型個室 
A 1,171 円

B 1,668 円

多床室 
A 855 円

B 377 円

※Ａは特別養護老人ホーム、短期入所生活介護の場合 

Ｂは老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、短期入所療養介護の場合 

 （※１）合計所得金額：地方税法上の合計所得金額から長期譲渡所得及び短期譲渡所得にか

かる特別控除額を控除した額から更に年金収入に係る所得を控除した額です。なお、扶

養控除や医療費控除等の所得控除前の額となります。 

      また、税制改正に伴う給与所得控除、公的年金等控除の引き下げによる影響を考慮し、

引き下げなかった場合と同額に調整します。 

 （※２）令和３年８月１日以降の介護報酬改定後の額

イ．申請方法

「介護保険負担限度額認定申請書」に必要事項を記入のうえ、必要書類（通帳等の写

し）と合わせて提出してください。該当者には所得段階区分に応じた「介護保険負担限度

額認定証」を交付します。 

◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１８（直通） 

（２） 高額介護サービス費等の支給 
１か月間で利用した介護保険制度の利用者負担額（同じ世帯内に複数の利用者が

いる場合には、世帯の合計額）が次の表の上限額を超えた場合、申請により上限額を

超えた額が支給されます。 
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ア．１か月の利用者負担上限額 

対  象  者  区  分 上 限 額 

・生活保護受給者 

・利用者負担を15,000円に減額することで、生活保護の受給者とな

らない場合 

（個人）15,000 円

（世帯）15,000 円

・世帯全員が市民税非課税で課税年金収入額と合計所得金額の

合計が 80 万円以下の方 （※１） 

・老齢福祉年金受給者で世帯全員が市民税非課税の方 

（個人）15,000 円

・世帯全員が市民税非課税で上記以外の方   （世帯）24,600 円

・一般世帯（市民税課税世帯） （世帯）44,400 円

・現役並み所得者に相当する方が

いる世帯 

同一世帯に課税所得 145 万円以

上の第１号被保険者がいる場合 

課税所得 145 万円以上 380

万円未満 
（世帯）44,400 円

課税所得 380 万円以上 690

万円未満 
（世帯）93,000 円

課税所得 690 万円以上 （世帯）140,100 円

 （※１）合計所得金額：地方税法上の合計所得金額から長期譲渡所得及び短期譲渡所得にか

かる特別控除額を控除した額から更に年金収入に係る所得を控除した額です。なお、扶

養控除や医療費控除等の所得控除前の額となります。 

      また、税制改正に伴う給与所得控除、公的年金等控除の引き下げによる影響を考慮し、

引き下げなかった場合と同額に調整します。 

該当する方に市役所から申請書を送付します。必要事項を記入のうえ、郵送また

は直接窓口に提出してください。また、一度申請を行った方は、以後の申請手続は

不要です。 

◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１８（直通） 

（３） 高額介護合算療養費・高額医療合算介護サービス費等の支給
各医療保険（国民健康保険、被用者保険、後期高齢者医療制度）における世帯内で、

１年間の医療保険と介護保険との自己負担額合計が、次の表の自己負担限度額を超え

た場合、申請によりその超えた額が支給されます。ただし、超えた額が５００円以下の場

合は支給されません。 

 自己負担額は、原則として、介護サービスや医療行為を利用した際に支払う金額のこと

ですが、食費や差額ベッド代、居住費（滞在費）などは支給の対象とはなりません。 
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ア．自己負担限度額 【年額（８月１日～翌年７月３１日）】 

所得区分 
後期高齢者医療制度 

＋ 介護保険

被用者保険または国民健康保険

＋ 介護保険 

（70 歳～74 歳の人がいる世帯）

現

役

並

み

課税所得６９０万円以上 ２１２万円 ２１２万円

課税所得３８０万円以上 

６９０万円未満 
１４１万円 １４１万円 

課税所得１４５万円以上 

３８０万円未満 
６７万円 ６７万円 

一般 ５６万円 ５６万円

低所得者Ⅱ ３１万円 ３１万円

低所得者Ⅰ １９万円 １９万円

所得区分 

（基礎控除後の総所得金額等） 

被用者保険または国民健康保険

＋ 介護保険 

（70 歳未満の人がいる世帯） 

９０１万円超 ２１２万円 

６００万円超 

９０１万円以下 
１４１万円 

２１０万円超 

６００万円以下 
６７万円 

２１０万円以下 ６０万円 

住民税非課税世帯 ３４万円 

 (ｱ) 医療保険と介護保険の両方に自己負担額がある世帯が対象です。  

(ｲ) 計算期間は、毎年８月１日から翌年７月３１日までの１２か月です。  

イ．申請方法 

毎年７月３１日時点で加入の医療保険者の窓口に、「支給申請書兼自己負担額証

明書交付申請書」に必要事項を記入のうえ、提出してください。 

◆問合せ先 

・本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 

電話 ２８－９０１８（直通） 

・本庁舎１階２０・２１番窓口（保険年金課国民健康保険給付グループ） 

電話 ２８－９０１１（直通） 

・本庁舎１階１４・１５番窓口（保険年金課後期高齢者医療グループ） 

電話 ２８－８９８５（直通） 

（４） 社会福祉法人の利用者負担軽減 
社会福祉法人が提供する次の介護サービスを利用する場合、申請により利用者負担

のうち介護サービス費用の自己負担分、食費、居住費（滞在費）及び宿泊費が原則１／４

（老齢福祉年金受給者の方は１／２）軽減されます。 

※施設入所者等に係る食費・居住費（滞在費）の軽減は、負担限度額認定を受けてい

る方に限ります。 

ア．負担軽減の対象となる介護サービス 

・訪問介護  ・通所介護  ・地域密着型通所介護 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
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・認知症対応型通所介護  ・介護予防認知症対応型通所介護  

・短期入所生活介護（＊） ・介護予防短期入所生活介護（＊）  

・小規模多機能型居宅介護 ・介護予防小規模多機能型居宅介護 

・複合型サービス ・介護福祉施設サービス（＊） 

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（＊） 

・第一号訪問事業のうち従来の介護予防訪問介護に相当する事業 

（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る） 

・第一号通所事業のうち従来の介護予防通所介護に相当する事業 

（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る） 

イ．対象者の要件 

○市民税非課税世帯であって次の要件のすべてを満たす方のうち、対象者本人

の収入や世帯状況、利用料負担等を総合的に勘案し、生計が困難であるとして

認められる方 

・年間収入が単身世帯で１５０万円、世帯員が１人増えるごとに５０万円を加算し

た額以下であること。 

・預貯金等の額が単身世帯で３５０万円、世帯員が１人増えるごとに１００万円を

加算した額以下であること。 

・日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと。 

・負担能力のある親族等に扶養されていないこと。 

・介護保険料を滞納していないこと。 

○生活保護受給者 

・アの（＊）のサービスを利用した場合の個室の居住費（滞在費）に係る利用者 

負担額のみが対象  

ウ．申請方法 

「社会福祉法人等利用者負担軽減対象確認申請書」に必要事項を記入のうえ、

必要に応じ上記イ．対象要件を確認できる関係書類を添付して提出してください。

負担軽減該当者には、「社会福祉法人等利用者負担軽減確認証」を交付します。 

◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１８（直通） 

（５） 境界層該当者の軽減制度（生活保護への移行防止）
境界層該当者になると、介護保険料、高額介護サービス費等の利用者負担の上限額

及び介護保険施設における居住費・食費は、生活保護を必要としなくなる基準まで軽減

されます。 

ア．対象者の要件 

介護保険に伴う利用者負担等が軽減されれば、生活保護の受給に該当しない方
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イ．軽減を受けるには 

境界層該当者の認定を受ける必要があります。生活福祉課（電話２８－９０１６（直

通）)までご相談ください。 

◆問合せ先 

・本庁舎２階２４番窓口(生活福祉課) 電話 ２８－９０１６(直通) 

・本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１８（直通） 

（６） 訪問介護サービスにかかる利用者負担の軽減 
次の要件に該当する方は、申請により介護保険における訪問介護サービスを利用した

ときの利用者負担が軽減されます。 

ア．対象者の要件 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律によるホー

ムヘルプサービスの利用において、境界層該当として利用者負担上限額が０円と

なっている方のうち、次のいずれかの要件に該当する方 

・６５歳到達以前のおおむね１年の間に障害者施策によるホームヘルプサービス

(居宅介護)を利用していた方で、６５歳になって介護保険が適用となった方 

・特定疾病により要支援・要介護の状態となった４０歳から６４歳までの方 

イ．申請方法 

「訪問介護利用者負担額減額申請書」に必要事項を記入のうえ提出してくださ

い。該当者には、「訪問介護利用者負担額減額認定証」を交付します。

◆問合せ先

本庁舎２階２６番窓口（介護保険課介護保険グループ） 電話 ２８－９０１８（直通）


